
番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画

の区域
地域再生計画の名称 地域再生計画の概要 活用する支援措置 計画本文 新旧対照表

1 北海道 北海道 北海道の全域
北海道地域地方活力向上地域等
特定業務施設整備促進プロジェク
ト

　北海道では、自動車関連産業、リスク分散や食資源
に着目した企業立地が進みつつあるが、人口の流
出、産業の低迷などにより地域の活力低下が懸念さ
れる地域が依然として多いことから、道外からの企業
誘致や道内事業の拡充により、設備投資や地元企業
との取引拡大、雇用の創出を図る必要がある。
　このため、支援措置を活用した本社機能等の移転
や道内企業の本社機能等の拡充により、設備投資や
雇用などが拡大することで地域の活性化を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

2 青森県 青森県 青森県の全域
青森地域地方活力向上地域特定
業務施設整備促進プロジェクト

　安定した良質な雇用の創出を通じて本県への新た
な人の流れを生み出すことを目指し、地方活力向上
地域において特定業務施設を整備する事業計画につ
いて本県知事の認定を受けた事業者に対し、債務保
証、課税の特例等の優遇措置を講ずるものである。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

3 岩手県 岩手県 岩手県の全域
希望郷いわて本社機能移転・拡
充促進プロジェクト

　直面する人口減少に歯止めをかけるためには、人
口減少問題の要因の根底にある様々な「生きにくさ」
を「生きやすさ」に転換し、多くの人々が「住みたい、働
きたい、帰りたい」と思える岩手を創っていく必要があ
る。
　特例措置を活用して企業の本社機能の移転及び域
内企業の本社機能の拡充に伴う新規立地等を推し進
め、やりがいと生活を支える所得が得られる仕事を創
出し、岩手への新たな人の流れを創出する「ふるさと
振興」を積極的に展開する。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

4 宮城県 宮城県 宮城県の全域
富県共創！みやぎへの本社機能
移転等促進プロジェクト

　東日本大震災により甚大な被害を受けた宮城県で
は，震災からの復旧・復興にとどまらず，人口の減
少，少子高齢化，自然との共生など現代社会を取り
巻く諸課題を解決する先進的な地域づくりに取り組ん
でいく必要がある。
　良質な雇用を創出し，企業の地方拠点を強化するこ
とは，宮城県への移住・定住の流れをつくる重要な要
素となる。
　特例措置を活用して企業の本社機能の移転及び域
内企業の本社機能の拡充に伴う新規立地等を推し進
め，就労機会の創出を図ることで地域の活性化を図
り，創造的復興を成し遂げ，震災前より県政運営の理
念としている富県共創を実現する。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

5 秋田県 秋田県 秋田県の全域
秋田県地域地方活力向上地域特
定業務施設整備促進プロジェクト

　策定した「あきた未来総合戦略」及び「第３期ふるさ
と秋田元気創造プラン」の実現に向け、「秋田県地域
地方活力向上特定業務施設整備促進プロジェクト」を
策定して、本社機能等を移転又は拡充する企業に対
し、国の地方拠点強化促進施策に加え、県、市町村
の支援制度創設により、県内での多様で安定的な雇
用の確保、将来的な事業拡大や県内経済への波及
効果の高い企業立地の促進を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

6 山形県 山形県 山形県の全域 山形県企業立地活性化計画

　山形県では、東北有数の産業集積が形成されてい
るが、山形の強みを活かした分野や人口流出の抑制
につながる企業誘致を積極的に展開することで、グ
ローバル化による地域間競争に打ち勝ち、更なる産
業集積を目指す。具体的な取組みとして、企業立地
の初期投資の負担を軽減する補助制度創設及び地
方税の不均一課税制度創設等を実施し、企業の地方
拠点形成・強化を支援することに加え、遊休工業用地
の有効活用を促進することにより、雇用創出を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

7 福島県 福島県 福島県の全域
福島県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

　日本大震災及び原子力災害により福島県は大きな
打撃を受けており、本県産業の復興・再生は非常に
重要な課題となっている。よって、震災からの復興と
新たな時代を担う産業の創出による「新生ふくしま」の
実現を目標とし、「連携」と「挑戦」による新たな価値の
創造に取り組んでいる。こうした中、安定した良質な
雇用の創出を通じて地方への新たな人の流れを生み
出すことを目指し、地方活力向上地域において特定
業務施設を整備する事業を地域再生計画に位置付け
ることにより、地域の活性化を図り、本県の復興・再生
に寄与する。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

8 茨城県 茨城県

水戸市、日立市、土浦
市、古河市、石岡市、
結城市、下妻市、常陸
太田市、高萩市、北茨
城市、笠間市、つくば
市、ひたちなか市、鹿
嶋市、潮来市、常陸大
宮市、那珂市、筑西
市、稲敷市、かすみが
うら市、桜川市、神栖
市、行方市、鉾田市及
び小美玉市並びに茨
城県東茨城郡茨城町、
大洗町及び城里町、那
珂郡東海村、久慈郡大
子町、稲敷郡美浦村、
阿見町及び河内町並
びに結城郡八千代町
の全域並びに常総市
の区域の一部

いばらき地方活力向上地域等特
定業務施設整備促進プロジェクト

　企業の立地環境を整備することにより，企業の地方
拠点の形成・強化を支援し，地域における就労機会
の創出を図ることを目的として，地方活力向上地域特
定業務施設整備事業を実施するとともに，支援措置
によらない独自の取組みを併せて実施することによ
り，効果の拡大を図る。県内を8つの経済圏に区分
し，それぞれ移転型事業の区域及び拡充型事業の区
域を設定し，本社機能の移転・新増設を行う事業者で
知事の認定を受けた者に対し，債務の保証，課税の
特例等の優遇措置を講ずる。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

9 栃木県 栃木県 栃木県の全域
とちぎ本社機能立地促進プロジェ
クト

　東京圏との近接性や充実した高速交通ネットワーク
など、優れた立地環境を生かし、栃木県全域を計画
区域として、東京２３区からの本社機能の移転や県内
企業の本社機能拡充に取り組む。国の支援策に加え
本県独自の取組により、本県への新たな人の流れを
生み出すとともに雇用の場を創出し、地域経済の活
性化及び地域の産業活力の向上を目指す。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

平成30年6月21日変更認定分　地域再生計画の概要

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y001.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z001.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y002.pdf
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http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y003.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z003.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y004.pdf
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http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y006.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z006.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y007.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z007.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y008.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z008.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y009.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z009.pdf
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平成30年6月21日変更認定分　地域再生計画の概要

10 群馬県 群馬県

前橋市、高崎市、桐生
市、伊勢崎市、太田
市、沼田市、館林市、
渋川市、藤岡市、富岡
市、安中市及びみどり
市並びに群馬県北群
馬郡榛東村及び吉岡
町、甘楽郡下仁田町及
び甘楽町、吾妻郡中之
条町及び東吾妻町、利
根郡昭和村及びみな
かみ町、佐波郡玉村町
並びに邑楽郡板倉町、
明和町、千代田町、大
泉町及び邑楽町の全
域

群馬県地域地方活力向上地域等
特定業務施設整備促進プロジェク
ト

　群馬県地域には、東京に本社を有する企業の主力
拠点が幅広い業種にわたり、立地している。近年で
は、地震等に備えた事業継続体制の整備などの観点
から、製造業を中心に、東京等の本社機能の県内移
転などの動きを見せる企業も見受けられる。
　この動きを加速し、群馬県地域での安定した良質な
雇用を創出するため、企業による特定業務施設整備
を促進し、もって地域経済の活性化を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

11 千葉県 千葉県

銚子市及び館山市、茂
原市、東金市、旭市、
勝浦市、鴨川市、八街
市、南房総市、匝瑳
市、香取市、山武市、
いすみ市、大網白里市
並びに千葉県香取郡
神崎町及び多古町、東
庄町、山武郡九十九里
町、芝山町、横芝光
町、長生郡一宮町、睦
沢町、長生村、白子
町、長柄町、長南町、
夷隅郡大多喜町、御宿
町並びに安房郡鋸南
町の全域及び木更津
市、成田市、市原市、
君津市、富津市及び袖
ケ浦市の区域の一部

県のポテンシャルを最大限生かし
た地域経済活性化計画

　千葉県の北東部及び南部地域は、幹線道路・鉄道
など交通ネットワークの形成、成田空港の整備等を背
景に、食品・ものづくり・観光関連等の産業が集積して
きた。しかし、近年、人口減少や企業立地の停滞等が
地域の課題となっている。そのため、企業の本社機能
の移転等による新規立地、本社機能の拡充により、
地域における安定した就労機会を創出するために、
企業に対して支援を行い、人口流出等に歯止めをか
けるとともに地域経済の活性化を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

12 新潟県 新潟県
糸魚川市、妙高市及び
上越市の全域

新潟県上越地域地方活力向上地
域特定業務施設整備促進計画

　上越地域には重化学工業関連産業、エレクトロニク
ス関連産業を中心とする産業が集積しているが、事
業所数及び従業員数は減少傾向にあり、地域経済の
活性化が求められる。そのため、特定業務施設整備
での雇用拡大及び付加価値向上による地域経済の
活力向上を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

13 新潟県 新潟県

長岡市、三条市、柏崎
市、小千谷市、加茂
市、十日町市、見附
市、魚沼市及び南魚沼
市並びに新潟県三島
郡出雲崎町、南魚沼郡
湯沢町、中魚沼郡津南
町並びに刈羽郡刈羽
村の全域

新潟県中越地域地方活力向上地
域特定業務施設整備促進計画

　中越地域には機械・金属関連産業、食料品・飲料製
造業等を中心とする産業が集積しているが、事業所
数及び従業員数は減少傾向にあり、地域経済の活性
化が求められる。そのため、特定業務施設整備での
雇用増大及び付加価値向上による地域経済の活力
向上を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

14 新潟県 新潟県

新潟市、新発田市、村
上市、燕市、五泉市、
阿賀野市、佐渡市及び
胎内市並びに新潟県
北蒲原郡聖籠町、西蒲
原郡弥彦村、南蒲原郡
田上町、東蒲原郡阿賀
町並びに岩船郡関川
村及び粟島浦村の全
域

新潟県下越地域地方活力向上地
域特定業務施設整備促進計画

　下越地域には機械・金属関連産業、食料品・飲料製
造業、観光関連産業等を中心とする幅広い分野の産
業が集積しているが、事業所数及び従業員数は減少
傾向にあり、地域経済の活性化が求められる。そのた
め、特定業務施設整備での雇用増大及び付加価値
向上による地域経済の活力向上を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

15 富山県 富山県 富山県の全域
「とやま未来創生」企業の地方移
転・拠点強化促進計画

　富山県では、工業用地の確保、企業の新規立地等
に関する支援体制の構築、企業立地等に伴う初期投
資の負担を軽減する補助制度及び地方税の不均一
課税制度の創設、就職説明会の開催等を行うことに
より、企業の立地環境を整備するとともに、産学官共
同研究を推進し、成長産業の育成を支援し、企業の
本社機能等の移転及び域内企業の本社機能等の拡
充に伴う新規立地等を推進することにより、当該地域
における就労機会の創出を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

16 石川県 石川県 石川県の全域
石川県本社機能立地促進プロ
ジェクト

　人口減少対策として、石川県を計画区域として、誘
致企業の本社機能の移転や県内企業の拠点拡充の
促進に取り組んでいく。石川県と19市町が一体となっ
て、「地方における本社機能強化を行う事業者に対す
る特例」の活用や、企業誘致補助制度やワンストップ
相談窓口の設置、人材確保の支援などを行い、企業
の拠点化強化につなげ、地域経済の活性化のみなら
ず、魅力的な雇用の場の創出や若者の流出防止やＵ
Ｉターンの促進を図る。平成33年度までに地方活力向
上特定業務施設整備計画を28件認定し、雇用創出
560人を目標とする。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

17 福井県 福井県 福井県の全域
福井県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

　福井県は関西圏、中京圏の２大都市圏から北陸地
方への入口に位置し、その地理的特性から製造業の
工場を中心に産業集積の形成が図られてきた。他
方、女性や若者に魅力のある企業の本社機能に関す
る職場が少なく、女性や若者の県外流出が大きな課
題となっている。こうした課題に対応するため本計画
では国の税制優遇措置や県独自の補助制度等を活
用し、平成33年度末までに企業の本社機能に係る新
規立地14件及び210人の雇用創出を図り、以って地域
の活力の向上に資することを目的とする。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

18 山梨県 山梨県 山梨県の全域
山梨県地方活力向上地域特定業
務施設整備推進計画

　人口減少対策として、山梨県全域を計画区域とし
て、誘致企業の本社機能の移転や県内企業の拠点
拡充の促進に取り組む。山梨県と２７市町村が一体と
なって、「地方における本社機能の強化を行う事業者
に対する特例」の活用、山梨県産業集積促進助成金
などの助成制度の充実、人材確保の支援など、企業
の立地環境を整備するとともに、ワンストップ窓口を
設置し企業の相談に組め細かに対応する。これらの
取り組みにより、平成33年度末までに地方活力向上
特例業務施設整備計画を15件認定し、雇用創出385
人を目標とする。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y010.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z010.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y011.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z011.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y012.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z012.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y013.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z013.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y014.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z014.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y015.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z015.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y016.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z016.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y017.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z017.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y018.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z018.pdf
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19 岐阜県

岐阜県、岐阜市、大垣
市、羽島市、山県市、瑞
穂市、本巣市及び海津市
並びに岐阜県養老郡養老
町、不破郡垂井町及び関
ケ原町、安八郡神戸町、
輪之内町及び安八町、揖
斐郡揖斐川町、大野町及
び池田町並びに本巣郡北
方町

岐阜市、大垣市、羽島
市、山県市、瑞穂市、
本巣市及び海津市並
びに岐阜県養老郡養
老町、不破郡垂井町及
び関ケ原町、安八郡神
戸町、輪之内町及び安
八町、揖斐郡揖斐川
町、大野町及び池田町
並びに本巣郡北方町
の全域

２０２０西回りエリア特定業務施設
整備事業計画

　２０２０西回りエリアでは、若年層を中心に、職業上
の理由による人口流出が続いている。平成２６年１１
月に２０２０西回りエリア企業誘致戦略推進協議会を
立ち上げ、豊富な水資源と広大な優良農地から産出
する農産物を活用した食品を中心とした産業集積に
向け、地元市町、経済団体及び金融機関が一体と
なって企業誘致戦略を進めている。企業の特定業務
施設の整備（移転・拡充）を積極的に後押しすることに
より、地域における安定した良質な雇用を確保し、人
口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

20 岐阜県

岐阜県、関市、美濃市、
美濃加茂市及び各務原
市並びに岐阜県羽島郡岐
南町及び笠松町並びに加
茂郡坂祝町、富加町、川
辺町、七宗町、八百津
町、白川町及び東白川村

関市、美濃市、美濃加
茂市及び各務原市並
びに岐阜県羽島郡岐
南町及び笠松町並び
に加茂郡坂祝町、富加
町、川辺町、七宗町、
八百津町、白川町及び
東白川村の全域

航空機関連クラスター地域特定業
務施設整備事業計画

　航空機関連クラスター地域では、若年層を中心に、
職業上の理由による人口流出が続いている。平成２７
年１月に航空機関連クラスター地域企業誘致戦略推
進協議会を立ち上げ、主に航空機関連産業を中心と
した産業集積に向け、地元市町、経済団体及び金融
機関が一体となって企業誘致戦略を進めている。企
業の特定業務施設の整備（移転・拡充）を積極的に後
押しすることにより、地域における安定した良質な雇
用を確保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

21 岐阜県

岐阜県、多治見市、中津
川市、瑞浪市、恵那市、
土岐市及び可児市並びに
岐阜県可児郡御嵩町

多治見市、中津川市、
瑞浪市、恵那市、土岐
市及び可児市並びに
岐阜県可児郡御嵩町
の全域

東濃クロスエリア特定業務施設整
備事業計画

　東濃クロスエリアでは、若年層を中心に、職業上の
理由による人口流出が続いている。平成26年12月に
東濃クロスエリア企業誘致戦略推進協議会を設立し、
主にリニア関連産業、次世代自動車関連産業の集積
に向け、行政機関、経済団体及び金融機関が一体と
なって取り組みを進めている。企業の特定業務施設
の整備（移転・拡充）を積極的に後押しすることによ
り、地域における安定した良質な雇用を確保し、人口
流出の緩和を図る

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

22 岐阜県
岐阜県、高山市、飛騨
市、郡上市及び下呂市並
びに岐阜県大野郡白川村

高山市、飛騨市、郡上
市及び下呂市並びに
岐阜県大野郡白川村
の全域

飛騨・郡上地域特定業務施設整
備事業計画

　郡上・飛騨地域では、若年層を中心に、職業上の理
由による人口流出が続いている。平成26年10月に飛
騨・郡上地域企業誘致戦略推進協議会を設立し、主
に新ヘルスケア産業の集積の集積に向け、行政機
関、経済団体及び金融機関が一体となって取り組み
を進めている。企業の特定業務施設の整備（移転・拡
充）を積極的に後押しすることにより、地域における安
定した良質な雇用を確保し、人口流出の緩和を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

23 静岡県 静岡県

浜松市、沼津市、熱海
市、富士宮市、伊東
市、島田市、富士市、
磐田市、焼津市、掛川
市、藤枝市、御殿場
市、袋井市、下田市、
裾野市、湖西市、伊豆
市、御前崎市、菊川
市、伊豆の国市及び牧
之原市並びに静岡県
賀茂郡東伊豆町、河津
町、南伊豆町、松崎町
及び西伊豆町、田方郡
函南町、駿東郡清水
町、長泉町及び小山
町、榛原郡吉田町及び
川根本町並びに周智
郡森町の全域

静岡県地域本社機能移転・拡充
促進プロジェクト

　静岡県は、東西の大都市圏の中間に位置し、人・
技・物が活発に交流し、場の力を活かした「ものづく
り」を中心に産業が発展してきたが、就職や転職等を
求めた若い世代の東京圏への転出超過が顕著であ
り、誰もが活躍できる魅力ある雇用の場の創出を図る
ことが喫緊の課題となっている。
　これらの課題解決のため、地方活力向上地域特定
業務施設整備事業を促進するための取組として、工
業用地の確保、企業の新規立地等に関する支援体制
の構築、企業立地等に伴う初期投資の負担を軽減す
る補助制度の強化、人材確保に関する支援等を実施
する。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

24 静岡県 静岡県及び静岡市 静岡市の全域
静岡市地域本社機能移転・拡充
促進計画

　「静岡市総合戦略中間案」（平成27年10月策定予
定）では、人口減少対策の重要戦略の１つとして、
「『しごと』を産みだす」を掲げており、企業立地に必要
な用地確保、企業誘致・留置に取り組むこととしてい
る。本社機能の移転を含め、企業立地を促進すること
により、産業の強化、雇用の増加を図り、人口減少対
策に繋げていく。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

25 静岡県 静岡県及び三島市 三島市の全域
三島市の立地環境・地域特性を
生かした企業誘致推進計画

　東名高速道路や新東名高速道路に直結する東駿河
湾環状道路の供用開始による交通ネットワークの向
上に伴い、新たな工業団地や住宅団地の整備が進ん
でいるほか、市内主要幹線道路沿線の特性に応じた
地区計画の策定を進めている。また、三島駅南口の
再開発事業や市内３ヶ所で１６０区画以上の宅地分譲
が民間開発で予定されてるなど、本市の立地環境等
を活かし、首都圏をはじめとした企業立地の環境整備
及び誘致活動を進める。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

26 愛知県

愛知県、名古屋市、豊橋
市、岡崎市、一宮市、瀬
戸市、半田市、春日井
市、豊川市、津島市、碧
南市、刈谷市、豊田市、
安城市、西尾市、蒲郡
市、犬山市、常滑市、江
南市、小牧市、稲沢市、
新城市、東海市、大府
市、知多市、知立市、尾
張旭市、高浜市、岩倉
市、豊明市、日進市、田
原市、愛西市、北名古屋
市、弥富市及びみよし市
並びに愛知県丹羽郡大口
町及び扶桑町、海部郡飛
島村並びに額田郡幸田町

名古屋市、豊橋市、岡
崎市、一宮市、瀬戸
市、半田市、春日井
市、豊川市、津島市、
碧南市、刈谷市、豊田
市、安城市、西尾市、
蒲郡市、犬山市、常滑
市、江南市、小牧市、
稲沢市、新城市、東海
市、大府市、知多市、
知立市、尾張旭市、高
浜市、岩倉市、豊明
市、日進市、田原市、
愛西市、北名古屋市、
弥富市及びみよし市並
びに愛知県丹羽郡大
口町及び扶桑町、海部
郡飛島村並びに額田
郡幸田町の全域

産業首都あいち地方活力向上地
域特定業務施設整備促進事業

　海外需要の増加、国内需要の減少という流れが今
後も続くことを踏まえ、企業は国内と海外の２つの市
場において立地選択や役割の住み分けを行うものと
みられる。こうした中、本県が引き続き日本の成長を
リードするモノづくり機能を維持・発展させていくため、
工場等の製造拠点の企業立地に加え、高付加価値
のモノづくりにつながる企画や研究など高度な意思決
定を行う企業の本社機能の立地促進や域内企業の
本社機能の充実に伴う新規立地等を推し進めること
により、雇用の安定・拡大や産業集積の高度化を図
る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

27 三重県 三重県 三重県の全域
三重県企業拠点強化（本社機能
移転等）促進プロジェクト

　三重県の全市町に地方活力向上地域（本社機能移
転等促進区域）を設定し、国によるオフィス減税や雇
用促進税制などの特例措置とともに、県及び市町が
独自に実施する設備投資や事業環境向上に対する
支援策により、企業の本県への本社機能移転及び県
内企業の本社機能の拡充を促進し、地域経済の活性
化、雇用機会の創出等を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y019.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z019.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y020.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z020.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y021.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z021.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y022.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z022.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y023.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z023.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y024.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z024.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y025.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z025.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y026.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z026.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y027.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z027.pdf
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28 滋賀県 滋賀県 滋賀県の全域
滋賀県本社機能移転促進プロ
ジェクト

　滋賀県は近畿・中部・北陸圏の３つの経済圏の結節
点という地域で、全国有数のモノづくり県として発展し
てきたが、今後、首都圏や近畿圏からの本社機能を
有する企業の誘致や県内企業の機能拡充を促すた
め、地方活力向上地域（本社機能移転等促進区域）
を設定し、企業の立地環境の整備や支援制度の充実
を図ることにより、本県での産業集積を拡充させ、新
規の雇用創出等を図ることを目的とする。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

29 京都府 京都府

福知山市、舞鶴市、綾
部市、宇治市、宮津
市、亀岡市、城陽市、
向日市、長岡京市、八
幡市、京田辺市、京丹
後市、南丹市及び木津
川市並びに京都府乙
訓郡大山崎町、久世郡
久御山町、綴喜郡井手
町及び宇治田原町、相
楽郡精華町、船井郡京
丹波町並びに与謝郡
与謝野町の全域及び
京都市の区域の一部

京都府地域地方活力向上地域特
定業務施設整備促進プロジェクト

　京都府内は、伝統産業から先端産業まで幅広い業
種の企業が立地しており、南部・中部・北部地域それ
ぞれの特色を活かした企業の集積が進んでいる。し
かし、リーマンショック以降、企業の撤退や地場産業
等の衰退による地域経済の停滞等が課題となってお
り、地方活力向上地域特定業務施設整備事業等を活
用し、企業の集積を進めていく。これらを促進するた
め、ワンストップの支援体制、補助制度及び地方税の
不均一課税制度の創設、就職説明会の開催等を実
施し、企業の本社機能の移転拡充を推進し、就労機
会の創出を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

30 大阪府 大阪府 大阪府の全域
大阪府地域地方活力向上地域特
定業務施設整備促進プロジェクト

　大阪府地域は、西日本の政治、経済、文化の中心
地であるものの、東京の一極集中や、近隣府県での
本社用地や本社オフィスの取得等が進み、首都圏や
近隣府県域への本社機能移転の動きが進むととも
に、大阪からの企業の転出超過が続いている。企業
の流出とともに企業の中枢を担う専門人材の流出も
起こっており、地域経済の再生に大きな課題となって
いる。
　地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の実
施により企業の立地環境を整備し、企業の地方拠点
の形成・強化を支援し、地域における就労機会の創
出等を図ることを目標とする。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

31 兵庫県

兵庫県及び神戸市、姫路
市、尼崎市、明石市、西
宮市、洲本市、芦屋市、
伊丹市、相生市、豊岡
市、加古川市、赤穂市、
西脇市、宝塚市、三木
市、高砂市、川西市、小
野市、三田市、加西市、
篠山市、養父市、丹波
市、南あわじ市、朝来市、
淡路市、宍粟市、加東市
及びたつの市並びに兵庫
県川辺郡猪名川町、多可
郡多可町、加古郡稲美
町、播磨町、神崎郡市川
町、福崎町、神河町、揖
保郡太子町、赤穂郡上郡
町、佐用郡佐用町、美方
郡香美町及び新温泉町

兵庫県の全域 ひょうご本社機能立地支援計画

　兵庫県と県内41市町は、兵庫県へ本社機能を移転
する企業や、県内本社機能の拡充を行う企業に対し、
法人事業税や固定資産税の不均一課税制度の創
設、補助金の創設及びワンストップ相談窓口の設置
などの措置を行うことで、本社機能立地の促進を図
る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

32 奈良県 奈良県 奈良県の全域
奈良県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進計画

　企業の地方拠点の形成・強化を支援し、地域におけ
る就労機会の創出等を図るため、地方拠点強化の取
り組みに対する、オフィス減税、雇用促進税制、中小
機構による債務保証等の活用と、奈良県及び県内市
町村による独自の支援施策等の支援を行うことを主
眼とした、地域再生計画を策定する。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

33 和歌山県 和歌山県 和歌山県の全域
和歌山県地方活力向上地域特定
業務施設整備促進プロジェクト

　安定した良質な雇用の創出を通じて地方への新た
な人の流れを生み出すことを目指し、和歌山県内の
地方活力向上地域において本社機能を有する施設を
整備する事業を地域再生計画に位置付け、当該事業
に関する計画について県知事の認定を受けた事業者
に対し課税の特例等の優遇措置を講ずる。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

34 島根県 島根県 島根県の全域
島根県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

　東西に長く、離島や中山間地域などが多い島根県
では、市町村との連携のもと地域の特性を活かした産
業の振興と企業誘致を進め、若者にとって魅力ある
雇用の場を創出していく必要がある。　そのため、県
内３つのエリアで、それぞれの産業集積や地域の資
源を活かして、首都圏等から本社機能を移転する企
業や県内で本社機能を拡充する企業を、税制優遇策
や立地助成制度などで支援し、良質で安定した雇用
を創出することで地方への新たな人の流れを生み出
すことを目指す。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

35 岡山県 岡山県 岡山県の全域
晴れの国おかやま本社機能移充
計画

　岡山県は、人口減少社会に入っており、進学や就職
期における東京圏や関西圏を中心とした県外への転
出が要因の一つとして考えられている。就職等による
県外転出に歯止めをかけるためには、県内における
就労機会の創出が必要である。本計画は、県及び市
町村が企業の設備投資に対する補助金や雇用支援
事業などで連携協力するとともに、地域における本社
機能の強化を行う事業者に対する国の特例制度を活
用し、企業の本社機能の移転及び県内企業の本社機
能の拡充に伴う新規立地等を推し進め、県内におけ
る就労機会の創出を図るものである。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y028.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z028.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y029.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z029.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y030.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z030.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y031.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z031.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y032.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z032.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y033.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z033.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y034.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z034.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y035.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z035.pdf
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36 広島県

広島県、広島市、呉市、
竹原市、三原市、尾道
市、福山市、府中市、三
次市、庄原市、大竹市、
東広島市、廿日市市、安
芸高田市及び江田島市
並びに広島県安芸郡府中
町、海田町、熊野町、坂
町、山県郡安芸太田町、
北広島町、豊田郡大崎上
島町、世羅郡世羅町並び
に神石郡神石高原町

広島県の全域
広島県活力向上地域特定業務施
設整備促進プロジェクト

　安定した良質な雇用の創出を通じて東京23区から
広島への新たな人の流れを生み出すことをめざし，地
方活力向上地域において本社機能を有する施設を整
備する事業を本計画に位置付け，当該事業に関する
計画について本県知事の認定を受けた事業者に対
し，課税の特例等の優遇措置を講ずるもの。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

37 山口県 山口県 山口県の全域
山口県活力向上地域特定業務施
設整備促進プロジェクト

　国の"地方創生"に向けた政策への対応に呼応し、
東京一極集中の是正及び人口減少対策を加速化さ
せるため、企業の地方移転・拡充によって、本県への
人の流れを創り出し、人口減少の抑制や地域活力の
維持・向上など、真の地域再生に繋げ、「活力みなぎ
る山口県」の実現を目指す。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

38 徳島県 徳島県 徳島県の全域
「とくしま回帰」新たなしごとづくり
計画

　全県ＣＡＴＶ網の整備による情報インフラの充実やＬ
ＥＤ関連産業の集積等の本県の強みを活かし、産業
集積による企業立地を促進するとともに、地方活力向
上地域特定業務施設整備事業を活用し、本県への本
社機能の移転や本県の企業等の拡充強化を促進す
る。
　これらの取組みにより、新たな雇用の創出をはじめ
とする、地域経済の活性化を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

39 香川県 香川県 香川県の全域
香川地方活力向上地域特定業務
施設整備促進プロジェクト

　企業の立地環境を整備するとともにトップセールス
等を行い、本県の魅力や立地環境の優位性をＰＲし、
企業ニーズに応じた立地候補地の紹介を行う。さら
に、本社機能の移転・拡充を行う際の本県独自の優
遇措置を創設するとともに、大学等の卒業予定者やＵ
ＪＩターン就職希望者を対象とした合同就職面接会等
を実施する。これらの取組みにより企業の地方拠点
の形成・強化を促し、本県における就労機会の創出
等を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

40 高知県 高知県 高知県の全域
高知県地域地方活力向上地域特
定業務施設整備促進事業

　本県は、全国より15年先行して人口が自然減の状
態に陥っており、人口減少による経済の縮みが若者
の県外流出に拍車をかけ、さらに経済が縮むという人
口減少の負のスパイラルをたどってきた。
　このため、企業の本社機能等の移転や拡充を促進
するための措置を講じ、企業の拠点強化を図ること
で、雇用を創出し、本県への新しいひとの流れをつく
る。これにより「地域地域で若者が誇りと志を持って働
ける高知県」を目指す。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

41 福岡県 福岡県 福岡県の全域
福岡県アジアビジネス拠点化に向
けた本社機能立地促進計画

　福岡県では、これまで「北部九州自動車産業アジア
先進拠点推進構想」、「福岡水素戦略」、「グリーンア
ジア国際戦略総合特区」などの産業政策に取り組み、
産業の集積や拠点化の動きが加速している。今後、さ
らに産業競争力を強化していくため、①アジア地域を
リードする研究開発機能、②アジア人材の活用を視野
に入れた人材活用・育成機能、③ＢＣＰ視点で立地が
進む企業の経営企画機能といった本社機能の誘致に
取り組むことにより、県内にマザー工場・ヘッドオフィ
スを集積させ、アジアにおけるビジネスの拠点化を目
指す。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

42 熊本県 熊本県 熊本県の全域
くまもと地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

　安定した良質な雇用の創出を通じて地方への新た
な人の流れを生み出すことを目指し、熊本県内の地
方活力向上地域において本社機能を有する施設を整
備する事業を地域再生計画に位置付け、当該事業に
関する計画について、県知事の認定を受けた事業者
に対し、課税の特例等の優遇措置を講ずる。併せて、
本県が独自に実施する支援策により、企業の本県へ
の本社機能の移転及び拡充を促進し、地域経済の活
性化、雇用機会の創出を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

43 大分県 大分県 大分県の全域
大分県地方活力向上地域特定業
務施設整備促進プロジェクト

　大分県では、これまで、企業誘致に重点的に取り組
んできた。このため、大分市沿岸部では、鉄鋼、化学・
石油などの素材型の企業が、県東部の国東半島で
は、半導体、精密機械等の企業が立地し、また、県北
部には自動車関連産業が集積している。今後は、ＵＩＪ
ターンの促進や、県外の大学に進学している学生の
就職の場の創出を行うため、本社機能の地方移転
や、地方にある本社機能の拡張を通じて、諸課題の
課題解決を図るものである。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

44 鹿児島県 鹿児島県

鹿児島市、鹿屋市、枕
崎市、阿久根市、出水
市、指宿市、西之表
市、垂水市、薩摩川内
市、日置市、曽於市、
霧島市、いちき串木野
市、南さつま市、志布
志市、奄美市、南九州
市、伊佐市及び姶良市
並びに鹿児島県薩摩
郡さつま町、出水郡長
島町、姶良郡湧水町、
曽於郡大崎町、肝属郡
東串良町、錦江町、南
大隅町及び肝付町、熊
毛郡中種子町、南種子
町及び屋久島町並び
に大島郡大和村、宇検
村、瀬戸内町、龍郷
町、喜界町、徳之島
町、天城町、伊仙町、
和泊町、知名町及び与
論町の全域

鹿児島県地方活力向上地域特定
業務施設整備促進計画

　鹿児島県の41市町村に地方活力向上地域を設定
し、国によるオフィス減税や雇用促進税制などの特例
措置とともに、県及び市町村が独自に実施する設備
投資や事業環境向上に対する支援により、企業の本
県への本社機能移転及び県内企業の本社機能の拡
充を促進し、地域経済の活性化、雇用機会の創出等
を図る。

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

計画本文 新旧対照表

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y036.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z036.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y037.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z037.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y038.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z038.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y039.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z039.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y040.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z040.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y041.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z041.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y042.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z042.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y043.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z043.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/y044.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/1806nintei/plan/z044.pdf
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